
 

市立給食センター跡地活用に関するサウンディング型市場調査 

＜結 果 概 要＞ 
 

１ 調査の目的 

府中市では、平成２８年７月に「市有財産活用基本方針」を策定し、長期的かつ戦略的な視

点から、公共施設跡地などを含む市有財産の有効活用に取り組んでおり、令和７年１月に「市

有財産活用基本方針」を改定し、更なる活用を進めていく予定です。 

今回のサウンディング型市場調査（以下、「本調査」という。）の対象地は、当面の間、本

市における利用用途がないことから民間事業者向けの貸付地として活用を検討しています。 

本調査は、実際の活用や事業参画を想定する事業者の皆様との「対話」を通じ、対象地の市

場性を把握するとともに、事業手法及び活用方針の検討を行うことを目的として実施するもの

です。 

 

２ 対象地の概要 

対 象 地 （１）第一学校給食センター跡地 （２）第二学校給食センター・ 

洗浄センター跡地 

所 在 地 番 府中市南町三丁目１番１、南町三丁目５

番９ 

府中市南町三丁目１番２５、南町三

丁目５番１、８ 

面 積 ４，６５４㎡ （貸付け総面積は、 

４，４５４㎡） 

４，４９６．８７㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 参加状況 

５社 

 

４ 対話結果 

【ア 当該地の評価について】 

・周辺道路幅員が狭く住宅地に面していることから、店舗や民間倉庫事業は難しいと感じる。 

・進入路が狭く、アクセスの悪さは懸念点。 

（１）第一学校給食センター跡地 
（２）第二学校給食センター・ 

洗浄センター跡地 

府中市立南町

小学校 



 

・府中エリアには将来性を一定程度感じる。 

・（２）第二学校給食センター・洗浄センター跡地について、整備しやすい形状であるが住

宅に面しているため夜間２１時以降は騒音等による近隣住民からのクレームが懸念される。

一方で、（１）第一学校給食センター跡地は高速道路に面しており騒音等については多少和

らぐと思われる。 

・小学校が隣接しているため、スポーツ関係のスクール等にポテンシャルがある。 

・駅から徒歩圏内、また高速道路側道からすぐということもあり、交通アクセスに利点があ

る。 

・中規模事業に適する。 

・給排水・ガス管等のインフラ設備が残っているため、土地の評価は上がる。 

・洪水ハザードマップの外水氾濫浸水深最大３．０ｍの区域はリスクとなる。 

・地盤調査は改めて実施した方がいい。 

・分倍河原駅、府中本町駅、府中駅の３駅にアクセス可能な点は良い。 

・周辺に公園や文化施設も多く、教育環境に適している。 

・国際企業がある為、国際教育を検討している家庭にアピールできる。 

・隣の府中市立南町小学校とも交流が出来ると尚良い。 

・分倍河原駅、府中本町駅、中河原駅と周辺に駅が多く、当該地は住宅に囲まれ、足元人口

は多いと思慮する。 

・京王線の車線、高架、小学校の緑道に囲まれ、道路幅も狭く、搬出入車両含む車動線の計

画が難しい立地である。 

・実際、各駅から当該地に向かうほとんどは徒歩あるいは自転車であったため、商業店舗に

対する駐車場計画（大店立地法含む）が悩ましい。 

・接道及びアクセス性に課題がある。 

・駅からは一定距離があるものの、周辺は住宅地で静かな環境が確保されている。 

・周辺道路はやや狭いが、地域密着型の福祉・医療複合拠点に適した敷地条件。 

・敷地面積が十分にあるため、公園・駐車場・別棟整備・地域共生のための様々な施設・環

境を含めたゾーニングが可能。 

・既存の井戸施設が残置されており、使用可能なら地下水を活用した事業への展開も期待で

きる。 

・洪水ハザードマップ上で外水氾濫３．０ｍエリアに位置するため、防災計画（施設高床化・

排水管理）を組み込んだ設計が必要。 

 

 

 



 

【イ 活用内容・事業コンセプトについて】 

・（１）第一学校給食センター跡地にて、フットサル場やテニスコート等のスポーツ施設。 

・（１）第一学校給食センター跡地にて、２，０００㎡程度の物流倉庫を想定。 

その他で公園施設、防災倉庫、商業施設、ドラッグストア、スーパー、コワーキングスペー

ス、軽作業場、データセンター、地域交流センター、高齢者向け配食センター、福祉施設な

ども活用の可能性がある。 

・（１）第一学校給食センター跡地及び（２）第二学校給食センター・洗浄センター跡地の

一体的な活用としてインターナショナルスクールの運営を想定。また放課後は内部の生徒と

外部の一般児童向けに国際交流が可能なアフタースクールの展開も検討。 

・（２）第二学校給食センター・洗浄センター跡地で商業施設（スーパーマーケット等）を

検討。 

（１）第一学校給食センター跡地及び（２）第二学校給食センター・洗浄センター跡地の一

体活用は立地に対して規模が大きすぎることや車両動線の計画が難しいため難しい。 

・（１）第一学校給食センター跡地にて福祉（障害者福祉施設）、教育（療育施設）、地域

共生（インクルーシブカフェ、グラウンド等）の複合施設。可能であれば、（１）第一学校

給食センター跡地と（２）第二学校給食センター・洗浄センター跡地の一体としてこれらの

事業展開を希望。施設の特性上、盛り土を行うなどハザードマップへの対応をしなければな

らない。 

 

【ウ 市の施設について】 

・洪水ハザードマップで浸水深３ｍに位置しているため、２階以上に市倉庫を想定。 

・市倉庫併設義務は、民間事業者の収益性が下がる可能性や事業者の参入が限定的になる可

能性がある。 

・ハザードマップによる浸水想定区域内のため、市倉庫は２階以上に配置もしくは高床構造、

浸水対策設備等を設ける必要がある。 

・民間施設とは別棟で想定。 

・（１）第一学校給食センター跡地はグラウンドエリアと倉庫エリアに分割し、（２）第二

学校給食センター・洗浄センター跡地は校舎に活用する。又は、第二のみに校舎と倉庫の両

方を建設。 

・貸付け料については、府中市の実績や規定があればそれに従うが、市倉庫の条件により変

動する。 

・同一建物とし、管理面から市の施設は外向きの専用入口を設ける。また、平面駐車場の一

部を市専用として確保する。 

・建物全体をA工事とし市にはテナントとして入っていただきC工事を行ってもらう想定。 

・市の施設は面積が小さいほど望ましく、１，０５０㎡が市の施設として最大と考える。 



 

 

 

・民間施設の２階部分に市の倉庫施設を整備。建設費によっては施設を平屋で建設し、その

一部に市の倉庫施設を整備。 

・市の倉庫部分と民間活用をする部分とで入口は別を想定している。 

 

【エ 事業スケジュールについて】 

・貸付け開始時期においては、市倉庫の賃料支払い時期と併せてほしい。 

・公募開始から提案書提出までは３か月以上は必要。 

・契約締結から貸付け開始までの期間は長いほど良く、工事期間としては７か月くらいかか

る。 

・倉庫開始と民間機能開始のタイミングがずれる可能性は多いにある。 

・全体として、スケジュールは行政手続きとしては妥当だが、民間事業者の設計、調整、地

域対応の観点からは、若干の余裕を持たせるとより円滑な事業化が可能と考える。 

・公募開始から提案書提出まで３か月あるとよい。 

・一般論になるが、契約後に貸付け開始となるまでの間で調整期間を６か月以上設ける方が

良く、工事開始から貸付け開始とする形が良い。 

・公募～提案書作成まで１～２か月の期間であれば問題ない。 

・候補者選定後から契約締結・貸付期間開始の期間も実施要領記載の内容で問題ない。 

・プロポーザルであった場合、公募概要の発表（２月）から提案書の受付（４月）までは大

変厳しいスケジュールのため、最低６ヶ月以上の期間が欲しい。 

・事業者選定後すぐの契約締結をして貸付開始とあるが、まずは予約契約を締結し、事業者

の詳細設計や鉄道近接協議、隣接小学校との工事スケジュール調整等を終え、事業成立が確

保されてから本契約（以降、貸付け料発生）の流れが双方のリスクヘッジとして望ましいの

ではないか。 

・実施要領に記載の事業スケジュールで問題ないが、行政の許認可等手続きを踏まえての提

案になると、行政の対応如何になる。 

・事業者決定から貸付け開始まではある程度の期間が必要。 

 

【オ 貸付期間、貸付け料について】 

・貸付期間として２０年以上は必要。 

・貸付け料は安価であるほどありがたい。 

・物流倉庫や文化財収蔵庫などの建物は耐用年数が２０～４０年程度であるため、３０～４

０年の貸付期間が適切。 



 

・建設費の償却や収益回収を考慮すると、３０年以上が望ましい。 

・貸付期間については、できる限り長期（３０年等）が望ましいが、柔軟に検討可能。 

・倉庫部分は一般的な相場よりも安くもしくは無料も検討していたが、ハザードマップ等対

応により検討したい。 

・貸付期間は３０年以上が必須である。１５～２０年という条件では事業は成立しない。 

・ここ数年で建築単価は倍近く高騰し事業者の投資額が増加しており、今後の社会情勢等を

鑑みると短期の貸付期間は事業リスクを抱える可能性がある。 

・工事期間は貸付け料を半額にする等の措置を希望。 

・貸付期間は２０年を想定しているが、基本的には２０年以上の長期を希望。 

・貸付け料については、公益性を踏まえた柔軟な地代設定をお願いしたく、別事業で公募さ

れていた月額４４６円／㎡以下もしくは無償とすることも考慮してほしい。 

 

【カ 事業終了後について】 

・更地渡しが原則との認識。 

・更地戻しが一般的と思うが、解体費用全額負担が前提となると収支予算が厳しくなる。 

・建物の撤去費用は事業者負担が原則。 

・市が収蔵庫を継続使用する場合、建物の所有権移転や再契約が必要。分棟とすれば残すこ

とは可能だが、合築としてしまうと民間部分を譲渡するなどしかない。 

・更地にして返還を想定するが、返還時に倉庫部分を残して返還するのであれば、倉庫のみ

を分棟することも検討可能。 

・倉庫を別棟として建築し、事業終了後に返還することは可能である。しかし、空調の設置

が必須とのことなので、設計施工や管理面では同一建物のほうが良いと思慮する。 

なお、同一建物の場合で倉庫を残す必要が出た際は、建物を売却して市に渡すことは可能だ

が、譲渡する際の金額は状況次第となる。 

・施設を取り壊すことは難しいので、施設を市に譲渡して当該事業を継続していただくか、

新たな事業者の募集等を検討いただきたい。 

 

【ケ その他意見、質問等について】  

（昨今の建築費等の高騰について） 

・スケジュールが決まっていて、かつ期間も１年後には着工している想定のため、建築費の

予測はできるため問題ないが、昨今EVが入らないと聞くのでそこで苦慮する可能性はある。 

（保証金について） 

・市の規則で、保証金について定めがあり、「事業用定期借地権等を設定する場合、貸付料

月額の１２月分以上に相当する金額」と記載されている。（府中市） 



 

→負担が大きい。市倉庫としての建物賃貸借に対して保証金１２か月を希望。 

→最終的に戻ってくるため大きなハードルにはならないが、ないに越したことはない。 

→資金調達は問題ない。 

→１２か月であれば一般的なので特段の支障はない。 

→貸付け料にもよるが、保証金約２，０００万未満であれば可能かと思う。 

 

（貸付期間について） 

・貸付け開始時期においては、市倉庫の賃料支払い時期と併せて欲しい。 

→本市としては、土地の賃貸借契約の開始時から賃料が発生し、建物工事完了後に建物賃貸

借契約が始まるという想定でいるが、今回のサウンディングにおける内容を踏まえ改めて検

討する。（府中市） 

・市として、貸付期間はどの程度で考えているか。 

→本市としては２０年程度を想定しているが、今回のサウンディングにおける提案によって

貸付期間は改めて検討する。（府中市） 

 

（市が利用する駐車場について） 

・市倉庫で使用する車両はどのようなものを想定しているか、また何台分のスペースが必要

か教えていただきたい。 

→・公募時までに検討する。（府中市） 

 

（昨今の建築費等の高騰について） 

・建築費は高止まりしている状況と捉えている。 

 

（建物の要件について） 

・募集要項の建物のイメージについてわりと制約のないイメージが書いてあるが、都市計画

など周辺地域に望ましい施設等の調整があったうえで記載しているのか。 

→現時点では事業の可能性を確認している状況で、まだ特段協議はしていない。（府中市） 

 

（貸付け料と倉庫賃料のバランスについて） 

・市有地の貸付け料と、市が利用する倉庫の賃料について、相殺や減免等柔軟な条件設定は

検討可能か。 

→・現時点では減免については考えていないが検討する。また、双方賃料を支払う形を考え

ている。（府中市） 

 



 

 

 

（倉庫仕様の標準要件について） 

・文化財倉庫の仕様（耐荷重、空調、防湿、防火など）について、市が求める標準仕様書や

参考例があれば事前にいただけるか。 

→・公募に向けて検討する。（府中市） 

 

（段階的整備の可否について） 

・敷地が広大であるため、まずは市倉庫＋福祉機能から整備し、数年ごとに教育や共生の場

等を段階的に機能拡充する方式は認めるか。 

→・認められるが、当初から賃料が発生する形となる。（府中市） 

 

（障害者福祉施設、インクルーシブ公園等の公共性評価について） 

・敷地内に障害者福祉施設、インクルーシブ公園や交流広場を整備する場合、公益性評価や

貸付け料の減免対象等補助制度対象として考慮いただけるか。 

→・現時点においてはどの事業形態であっても減免等は考えていないが、本サウンディング

でのご意見踏まえ公募に向けて検討する。（府中市） 

 

（既存施設について） 

・（１）の既存施設の一つである井戸水の施設は使用可能か。使用可能の場合、水量、水質

についてのデータはあるか。 

→・メーカーに確認したところ、使用できないものになる。修繕等を行えば使用できるかも

しれないが、現時点において修繕を行う予定はない。事業者自らで確認して問題なければ修

繕などの上で使用していただくことは差支えない。（府中市） 

 

（存置返還の取り扱いについて） 

・貸付期間終了後に建物を撤去するのは現実的ではないため、存置返還による市への帰属（公

共活用）は選択肢として想定いただけるか。 

→・現時点において、施設の存置返還は選択肢として想定はしていないが、事業期間を２０

年とした場合に市の倉庫の取り扱いが課題となることから、存置返還の可能性もある。いず

れにしても、倉庫の取り扱いに事業者が困らないような条件設定を検討する。（府中市） 

 

（融資や補助金などについて） 

・市の制度、補助金の融資制度があるか。防災設備拠点の補助金などもあれば知りたい。 



 

→・福祉施設建設や防災関係の視点でも現時点では市を通しての補助金はない。（府中市） 

 

（公募について） 

・実際の公募時は事業内容等のテーマを絞るか。 

→・現時点ではテーマを絞ることを考えていないが、本サウンディングでのご意見踏まえ公

募に向けて検討する。（府中市） 

 

５ 今後の予定 

対話の中でご指摘・ご提案いただきました事項に留意し、今後活用の方針について検討し

ていきます。 


